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森平：森平でございます。本日はお忙しい中、当社の 2025年度第 2四半期決算説明にご参加を賜りまして

誠にありがとうございます。ホームページに掲載させていただきました資料に沿ってご説明をさせていただきます。よろし

くお願いいたします。 

 

  

                             

    年  月  日

古河電工                 

        会社

代表取締役社長 森平 英也

代表取締役兼 執行役員常務 財務本部長 青島 弘治
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まず、3 ページをご覧ください。こちらが本日のアジェンダでございます。 

次期中長期戦略の方向性、ここまでを私が、そのあとを財務本部長の青島がそれぞれご説明させていただきます。 
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まず、今年度の上期実績、それから今年度の通期予想についてご説明をさせていただきます。 

5 ページ目を御覧ください。こちらが、上期実績のポイントでございます。 

売上高、営 利益、以下、いずれも前年同期比を上回る数字となっておりまして、増収増益となりました。 
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次、6 ページ目を御覧ください。こちらは今年度の通期予想でございます。 

ご覧の通り、通期予想は前回の予想を据え置くこととさせていただきました。米国関税の影響はアップデートいたしま

したが、既にご説明している通り、影響はあるものの、対応措置を講じることによって、予想を変更するところまでに

は至らない状況になっております。 

また、足元の進捗状況も勘案をしまして、現時点では、通期予想の修正は不要と判断をいたしました。 
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次、7 ページ目を御覧ください。こちらは 主還元方針でございます。 

前回開示をさせていただきました 25年度の予想、1 あたり 120円を据え置くということにさせていただきました。

先ほどの、通期予想を据え置いたことによって、こちらの還元も据え置くという判断になっております。 
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次、8 ページ目を御覧ください。こちらはトピックス的なご説明になりますけれども、足元、データセンタ関連事 の進

捗状況をまとめたもので、まず、光ファイバケーブルおよび光部品に関する状況についてお話をいたします。 

ローラブルリボンケーブルの国内三重 場における増産は計画通りに進行中で、本年度第 4四半期から決算的

な効果が発現してくる予定で進めております。 

MT フェルールの増産ですが、既に 2023年度の製造能力の 5倍に到達しておりまして、その効果も出てきており

ます。DFB レーザチップの増産につきましても、MT フェルール同様、23年度比 5倍の規模に到達いたしました。こ

れは製造能力でございます。 

これらの需要、あるいは受注は引き続き旺盛でありまして、今後も段階的に能力増強を進める見込みとなっていま

す。 

また、製品ラインナップの拡充も進めており、例えば、超多心ローラブルリボンケーブルのファイバ端末に MT フェルー

ルを付けたプリコンケーブル、こういったものを市場投入するということで動いておりますが、これは本年度中に実現す

る見込みとなっており、また、Co-Packaged Optics（CPO）市場向けの光部品なども増産対応を続けていると

ころでございます。 

これらの結果、データセンタ市場向けの製品の今年度の売上高は、2023年度に対して概ね 5倍程度まで増加

する見込みとなっております。 
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9 ページ目を御覧ください。こちらもデータセンタ関連市場の進捗です。こちらは放熱・冷却システムに関する状況で

ございます。 

データセンタ向けのこういった冷却デバイスの需要も引き続き旺盛でございます。それに伴い、増産対応を継続して

いるところでございます。空冷に加えて、水冷システムの需要拡大が見込まれている中で、水冷の新 場の立ち上

げ準備は予定通り順調に進んでおります。 

生成 AI用の演算装置の性能向上に伴い、発熱量も増加してきておりまして、水冷システムの需要が、当初の見

立てよりも前倒しされる傾向が出てきており、今後しばらくは空冷から水冷に切り替えていく時期にさしかかってくる

見込みでございます。 

そのため、この水冷新 場の立ち上げがアウトプットを出し始めるまで、その間、やや、空冷製品の売上の増加が足

踏みとなる可能性が見えてまいりました。2026年度には、水冷システムの受注が始まる見込みでございまして、

2027年度以降、この大幅な水冷システムの売上増に繋がる見通しを持っております。 

グラフに示した通り、2022年度に対して、足元 2025年度は空冷がおよそ 4倍の規模まで売上が伸びてきてい

ますが、今年度から来年度にかけては、この空冷に加えて、水冷に移行する部分が立ち上がり始め、27年度に大

幅増という見立てをしております。 
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10 ページ目を御覧ください。こちらは次期中長期戦略の方向性ということで、以前からお示している図を再度掲載

しております。 

この図にお示ししている通り、2030年のビジョン「ビジョン 2030」の達成に向けて、現在フェイズ 1 からフェイズ 2 に

移っていくということで進めているところでございます。さらにその先、フェイズ 3 に向けた研究開発やマーケティングとい

った活動をしておりまして、パーパスを軸とした経営を推進していく方向性になっています。 

以上、私からのご説明となります。引き続きまして、財務本部長の青島から、今年度の上期決算、あるいは今年

度の通期予想についての詳細をご説明させていただきます。 
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青島：それでは、私より 25年度上半期決算および 25年度通期予想についてご説明いたします。 

12 ページを御覧ください。25年度上半期決算の要約 PL です。 

売上高および営 利益については、次ページ以降の増減要因で説明いたしますが、その他の項目について補足い

たします。持分法投資損益が前年比で 11億円悪化しておりますが、主に UACJ社が持分法適用会社から除

外となったことによるものです。 
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次、13 ページは、上半期の売上高増減要因です。 

売上高は前年同期比プラス 403億円です。地金価格の変動はプラス 1億円、円高による為替影響はマイナス

71億円、連結範囲の異動等を含めた実質的な変動はプラス 473億円となります。 

実質的な変動の主な内訳は、情報通信ソリューションで約 300億円増加、 装エレクトロニクス材料で約 60

億円増加、機能製品で約 90億円増加となりました。 
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次、14 ページは、営 利益の増減要因です。 

売上増により 100億円のプラスです。主な内訳は、情報通信ソリューションで 84億円、機能製品で 15億円の

プラスとなりました。原燃料・物流費が 15億円の増加、減価償却費・研究費とその他固定費は新規連結の影

響もあり増加しましたが、改善効果等で 49億円カバーしております。 

為替影響は US ドルに対して、円高、台湾ドル高になったことにより 21億円のマイナス、全体の増減要因はプラス

19億円となりました。 
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次、15 ページと 16 ページの通期予想とセグメント別の売上高、営 利益は 8月公表予想を据え置いておりま

すので、説明を割愛いたします。 
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次、17 ページはセグメント別営 利益の上期実績と下期見通しでございます。 

上期実績は 194億円、下期見通しは 336億円を見込んでおります。下期の為替の前提を 1 ドル 140円にし

ていることにより、約 20億円の減益影響が含まれております。つまり為替が昨年ベース円安になれば、約 20億

円上振れする可能性があることになります。 

通期予想について、情報通信ソリューションセグメントは、引き続きデータセンタ関連製品の売上が増加することで

前年比増益、エネルギーインフラは個々の案件の採算性の違いから前年比減益、自動車部品・ 池セグメントは

   池の非連結化等により前年比減益、 装エレクトロニクス材料セグメントは前年比増減なし、機能製品セ

グメントはデータセンタ関連製品の需要が堅調のため、前年比増益を見込んでおります。 
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次、18 ページです。ここからはサブセグメント別の状況についての説明となります。まずは、情報通信ソリューションで

す。 

上半期の実績は前年同期比で増収増益です。データセンタ向け製品等の売上が増えてきたことにより、増益とな

りました。 

事 環境の認識はこちらにお示ししておりますが、8月公表時から大きな変化はございません。 
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次、19 ページはエネルギーインフラです。 

上半期の実績は、前年同期比で増収減益です。 事案件ごとに採算性等が違うことから、上半期は減益となっ

たものの、国内超高圧、再エネ関連、機能線の需要は引き続き堅調です。 

事 環境の認識も 8月公表時から大きな変化はございません。 
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次、20 ページは自動車部品・ 池です。 

上半期の実績は前年同期比で減収減益です。   池において売上が減少したことにより、減益となりました。 

   池の非連結化のタイミングは 8月公表時と同じく、Q4 からを想定しております。それ以外の事 環境の認

識も 8月公表時から変化はございません。 
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次、21 ページは、 装エレクトロニクス材料です。 

上半期の実績は前年同期比で増収減益です。主に海外連結子会社での増加影響により増収となりました。 

昨年 Q2 に銅価上昇に伴う評価益が一時的に発生した影響により、今期はその反動で減益となりました。事 

環境の認識は 8月公表時から変化はございません。 
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次、22 ページは機能製品です。 

上半期の実績は前年同期比で増収減益です。データセンタ関連製品の需要は旺盛で、放熱・冷却製品の売上

が増加したことにより、増益となりました。 

一方、銅箔において、台湾ドル高、米ドル安が進んだことや半導体製造用テープにおける主要顧客の需要変化に

より減益となりました。事 環境の認識は 8月公表時から変化はございません。 
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次、23 ページは、要約バランスシートです。 

総資産は 1兆 319億円です。前年度末より 449億円増加しておりますが、主に棚卸資産の増加、 価上昇

に伴い、投資有価証券の時価が増加したことが要因となります。 

  



 
 

 

20 
 

 

次、24 ページは設備投資額、減価償却費、研究開発費です。 

設備投資は、10月に公表をいたしましたエネルギーインフラにおける HVDC ケーブルの製造設備に関する一部支

出が発生することや、本日公表の機能製品におけるデータセンタ向け水冷モジュールの製造 場拡張に関わる一

部支出等を見込み、60億円増加させ、600億円に変更いたしました。減価償却費、研究開発費は 8月公表

時から変更はございません。 

説明は以上となります。 


